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能登半島地震の内容に変更 （準備中）

支 援 活 動 事 例 紹 介

　平成 30 年 6 月大阪府北部において、最大震度 6 弱
の地震が発生しました。そして、茨木市からの要請を
受け、不動産鑑定士による支援活動を開始しました。
　支援内容としては、住家被害認定調査を行うこと
だけでなく、調査員に対する調査方法のレクチャー、
罹災証明書発行窓口の設営方法の助言、相談窓口
対応マニュアルの作成、自己判定方式（写真判定）に
よる罹災証明書発行窓口の支援、被災者台帳の整備
支援等、茨木市の住家被害認定調査実施の全体的
なマネジメントを含めて多岐に渡りました。

■大阪府北部地震における支援活動
（大阪府茨木市）

　令和元年 10 月には、台風第 19 号が発生し各地に
甚大な被害をもたらしました。
　この度の災害では、国土交通省より日本不動産鑑定
士協会連合会に対して災害対策への協力が要請され、
宮城県柴田郡柴田町へ会員の不動産鑑定士を派遣し
ました。
　柴田町においては、柴田町の職員及び応援の自治
体職員等に向けて住家被害認定調査（水害編）の具体
的な調査方法や過去の災害との違い、令和元年 10 月
14 日付内閣府事務連絡に関する研修を実施しました。
また、柴田町の職員とともに職員住宅を用いて実践的
な研修も行いました。

■台風第 19 号被災地への支援
（宮城県柴田町）

不動産鑑定士は、被災地支援活動の経験と実績を
しっかりと次の災害に活かします！

自治体職員向け研修会 北海道北広島市での支援活動 調査計画の立案

浸水深の確認作業

罹災証明書発行窓口支援活動

人吉市での県職員との打合せ 住家認定調査チームの会議 新島での支援活動球磨川流域における調査範囲の確認

住家被害認定調査等の研修会 写真判定会場での支援活動

東京都不動産鑑定士協会
吉村会長（左・当時）と
茨木市福岡市長（右・当時）

実践的な研修の様子 実施体制編の緊急研修

(令和6年11月現在）

　公益社団法人 日本不動産鑑定士協会連合会では、平成28年4月14日に発生した熊本地震の
被災地に、会員の不動産鑑定士を派遣して以降、毎年のように頻発する全国各地の自然災害に
際しても、被災地にいち早く会員を派遣し、住家被害認定調査等の支援活動を行ってきました。
　また、平常時より、全国の会員や自治体職員の方を対象とした研修会を開催しており、
住家被害認定調査の制度背景や実施方法に関する知識の普及に努め、
実際の現場で活動できる不動産鑑定士の育成に努めております。 

日本不動産鑑定士協会連合会により
支援活動を行った自然災害被災地
凡 例 地震 水害 風害


